
金融危機の影響から日本経済は急速に悪化し、北
海道を取り巻く情勢も、道内企業の倒産、雇用情勢
の悪化、交通機関の航路撤退など、ことのほか厳し
い状況が続きました。
　こうした中、北京オリンピック、パラリンピックにお
ける道産子選手のすばらしい活躍等、明るい話題も
ありました。また、食の安全・安心への関心が高まる中、
食味が良く、クリーンな道産米が道内外から高い評
価を受けるなど、北海道の魅力がさらに高まりました。
　 7月には、北海道洞爺湖サミットが開催され、北
海道の魅力を世界にアピールすることができ、国内
外から北海道に対する大きな関心・注目が集まりまし
た。サミット開催を契機に、国際会議等の北海道誘
致促進が閣議了解され、昨年12月には、第1回G 8
水と衛生に関する専門家会合が帯広市で開催され、
本年 5月には、第 5回日本・太平洋諸島フォーラム
首脳会議が占冠村で開催されることも政府決定し、
北海道の優位性が世界的にも認知されたところです。
　これらは、関係者の皆様の努力はもちろんですが、
長年にわたり推進してきた高規格幹線道路、国際港

ていきたいと考えております。また、道民の生活や
持続可能な経済社会活動を支える防災対策も着実
に推進していきます。
　さらに、道内の各地域が独自性のある発展を目指
していくために、北海道開発局は、北海道や市町村、
民間団体など地域の多様な主体とともに、地域の目
指す姿やこれを実現するためのプロジェクトなどから
成る「地域づくりの方向」を策定し、ハード・ソフトの
両面にわたる連携・協働に取り組んでいるところです。
　国、地方とも財政事情が厳しい中、事業の実施に
当たっては投資効果を高めるため、お互いが連携を
図りながら、コスト縮減等に努め、「選択と集中」の
考え方に基づき重点化・効率化を図って参ります。
　昨年12月に政府の地方分権改革推進委員会から、
国の出先機関の見直しに関する第2 次勧告が出され
ました。当局としても、今後の動きを注視していかな
ければなりませんが、まずは与えられた責務を果た
し、日常の業務を着実に遂行することにより、北海
道開発局に対する国民の期待に応えて参ります。
　私たちは、より厳しさを増す社会情勢の下、道民・
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